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都道什県が適当と認める団体〃）長  

2 利子は、無利子とする。  2 利子は、無利子とする。  

第6 保証人  

1 修学資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければな  

らない。ただし、修学資金の貸付けを受けようとする者が未成年者で  

ある場合には、保証人は法定代理人でなければならない。   

2 保証人は、修学資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担する  

ものとする。  

第6 保証人  

1 修学資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければな  

らない。ただし、修学資金の貸付けを受けようとする者が未成年者で  

ある場合には、保証人は法定代理人でなければならない。   

2 保証人は、修学資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担する  

ものとする。  

第7 貸付契約の解除及び貸付けの休止  

1 都道府県知事は、貸付契約の相手方（以下「修学生」という。）が  

資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるに至っ  

たときは、その契約を解除するものとする。  

第7 貸付契約の角牢除及び貸付けの休止  

1都道府県知事瑚「都道府  
県知事等」という ）は、貸付契約の相手方（以下「修学生」という。）   
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が資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるに至   

ったときは、その契約を解除するものとする。  

2 都道府県知事豊は、修学生が休学し、又は停学の処分を受けたとき   

は、休学し、又は停学の処分を受けた日の属する月の翌月から復学し   

た日の属する月の分まで修学資金の貸付けを行わないものとする。  

3 都道府県知事笠は、修学生が修学資金の貸付期間中に貸付契約の解   

除を申し出たときは、その契約を解除するものとする。  

2 都道府県知事は、修学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、   

休学し、又は停学の処分を受けた目の属する月の翌月から復学した日   

の属する月の分まで修学資金の貸付けを行わないものとする。  

3 都道府県知事は、修学生が修学資金の貸付期間中に貸付契約の解除   

を申し出たときは、その契約を解除するものとする。  

第8 返還の債務の当然免除   

都道府県知事は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に該当す  

るに至ったときは、修学資金の返還の債務を免除するものとする。  

1養成施設等を卒業した日から1年以内に修学資金の貸付けを受けた  

都道府県の区域（国立身体障害者リハビリテ「ションセンター、国立  

第8 返還の債務の当然免除   

都道府県知事笠は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に該当  

するに至ったときは、修学資金の返還の債務を免除するものとする。  

1養成施設等を卒業した日から1年以内に修学資金の貸付けを受けた  

都道府県の区域（国立身体障害者リハビリテーションセンター、国立  
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光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国立知的障害児施設等   

において業務に従事する場合は、全国の区域とする。以下同じ。）内   

において、昭和63年2月12日社庶第29号社会局長・児童家庭局長連名   

通知「措定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格   

に係る介護等の業務の範囲等について」の別添1に定める職種＿⊥皇室   

福祉士指定養成施設等を卒業した者に限る。1若しくは別添2に定め   

る職種（介護福祉士指定養成施設等を卒業した者に限るJ 又は当該  

施設の長の業務に従事し、かつ、ヱ生国（過疎地域自立促進特別措置   

法（平成12年法律第15号）第2条第1項に規定する過疎地域において   

当該業務に従事した場合又は中高年離職者（入学時に45歳以上の者で   

あって、離職して2年以内のものをいう。）が当該業務に従事した場   

合にあっては、3年間）引き続き（他種の養成施設等における修学、   

災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により当該業務に従事で   

きなかった場合は、引き続き当該業務に従事しているものとみなす。   

ただし、当該業務従事期間には算入しない。）これらの業務に従事し   

たとき。  

2 1に定める業務に従事している期間中に、業務上の事由により死亡   

し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができ   

なくなったとき。  

光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国立知的障害児施設等  

において業務に従事する場合は、全国の区域とする。以下同じ。）内  

において、昭和63年2月12日社庶第29号社会局長・児童家庭局長連名  

通知「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格  

に係る介護等の業務の範囲等について」の別添1に定める職種若しく  

は別添2に定める職種又は当該施設の長の業務に従事し、かつ、旦 

見（過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第1  

項に規定する過疎地域において当該業務に従事した場合又は中高年離  

職者（入学時に45歳以上の者であって、離職して2年以内のものをい  

う。）が当該業務に従事した場合にあっては、3年間）引き続き（他  

種の養成施設等における修学、災害、疾病、負傷、その他やむを得な  

い事由により当該業務に従事できなかった場合は、引き続き当該業務  

に従事しているものとみなす。ただし、当該業務従事期間には算入し  

ない。）これらの業務に従事したとき。  
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2 1に定める業務に従事している期間中に、業務上の事由により死亡   

し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができ   

なくなったとき。  

第9 返還   

修学資金の貸付けを受けた者が、次の各号の一に該当する場合（他種の  

養成施設等における修学、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由が  

ある場合を除く。）には、当該各号に規定する事由が生じた日の属する月  

の翌月から貸付けを受けた期間（修学資金が貸し付けられなかった期間を  

除く。）に相当する期間（返還債務の履行が猶予されたときは、この期間  

第9 返還   

修学資金の貸付けを受けた者が、次の各号の一に該当する場合（他種の  

養成施設等における修学、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由が  

ある場合を除く。）には、当該各号に規定する事由が生じた日の属する月  

の翌月から都道府県知事等が定める期間（返還債務の履行が猶予されたと  

きは、この期間と当該猶予された期間を合算した期間とする。）内に、塾  

・4－   
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と当該猶予された期間を合算した期間）内に、月賦又は半年賦の均等払方 式により返還しなければならない 
等。   

1 修学資金の貸付契約が解除されたとき。   

2 当該養成施設等を卒業した目から1年以内に介護福祉士登録簿若し  

くは社会福祉士登録簿に登録せず、又は貸付けを受けた都道府県の区   

域内において第8の1に規定する業務に従事しなかったとき。   

3 貸付けを受けた都道府県の区域内において第8の1に規定する業務  

に従事する意思がなくなったとき。   

4 業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事でき  

なくなったとき。  

札付県加♯等が虻サる金種を月賦又は半年賦の均等払方式等により返還し  

なければならない。  

1 修学資金の貸付契約が解除されたとき。   

2 当該養成施設等を卒業した日から1年以内に介護福祉士登録簿若し  

くは社会福祉士尊録簿に登録せず、又は貸付けを受けた都道府県の区  

域内において第8の1に規定する業務に従事しなかったとき。   

3 貸付けを受けた都道府県の区域内において第8の1に規定する業務  

に従事する意思がなくなったとき。   

4 業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事でき  
なくなったとき。  

第10 返還の債務の履行猶予   

1 当然猶予  

都道府県知事は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に該  

第10 返還の債務の履行猶予   

1 当然猶予  

都道府県知事笠は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に  

該当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続する期間、修学資金  

の返還の債務の履行を猶予するものとする。   

（1）修学資金の貸付契約を解除された後も引き続き当該養成施設等に  

在学しているとき。   

（2）当該養成施設等を卒業後さらに他種の養成施設等において修学し  

ているとき。   

2 裁量猶予  

都道府県知事笠は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に  

該当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続している期間、履行  

期限の到来していない修学資金の返還の債務の履行を猶予できるもの  

とする。   

（1）修学資金の貸付けを受けた都道府県の区域内において第8の1に  
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修学資金の   当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続する期間、  

返還の債務の履行を猶予するものとする。  

（1）修学資金の貸付契約を解除された後も引き続き当該養成施設等に   

在学しているとき。  

（2）当該養成施設等を卒業後さらに他種の養成施設等において修学し   

ているとき。  

2 裁量猶予   

都道府県知事は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号の一に該   

当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続している期間、履行期   

限の到来していない修学資金の返還の債務の履行を猶予できるものと   

する。  

（1）修学資金の貸付けを受けた都道府県の区域内において第8の1に  
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規定する業務に従事しているとき。  

（2）災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき。  

規定する業務に従事しているとき。  

（2）災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき。  

第11返還の債務の裁量免除   

都道府県知事は、修学資金の貸付けを受けた者が、次の各号の一に該当  

第11返還の債務の裁量免除   

都道府県知事室は、修学資金の貸付けを受けた者が、次の各号の一に該  

当するに至ったときは、貸付けた修学資金（既に返還を受けた金額を除く」  

に係る返還の債務を当該各号に定める範囲内において免除できるものとす  

る。  

1 死亡し、又は障害により貸付けを受けた修学資金を返還することが  

できなくなったとき  

返還の債務の額（既に返還を受けた金額を除く〕以下同l∴）の全  

部又は一部   

2 貸付けを受けた都道府県の区域内において修学資金の貸付けを受け  

た期間以上第8の1に規定する業務に従事したとき  

返還の債務の額の一部  

するに至ったときは、貸付けた修学資金のうち履行期限が到来していないI  

塾生に係る返還の債務を当該各号に定める範囲内において免除できるもの  

とする。  

1死亡し、又は障害により貸付けを受けた修学資金を返還することが  

できなくなったとき  

返還の債務の額（履行期限が到来していない部分に限る。以下同じ。）  

の全部又は一部   

2 貸付けを受けた都道府県の区域内において修学資金の貸付けを受け  

た期間以上第8の1に規定する業務に従事したとき  

返還の債務の額の一部  

－
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第12 延滞利子   

都道府県知事は、修学資金の貸付けを受けた者が正当な理由がなくて修  

学資金を返還しなければならない日までにこれを返還しなかったときは、  

当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべ  

き額につき年14．5パーセントの割合で計算した延滞利子を徴収するものと  

する。  

第12 延滞利子   

都道府県知事笠は、修学資金の貸付けを受けた者が正当な理由がなくて  

修学資金を返還しなければならない日までにこれを返還しなかったとき  

は、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還  

すべき額につき年14．5パーセントの割合で計算した延滞利子を徴収するも  

のとする。  

第13 国の財政措置   

国は、毎年度都道府県が修学資金とLて支出する金額  

第13 国の財政措置   

国は、第2に規定する芙施主体ごとに、坤、ずれ  

かに掲げる金額を都道府県に補助するものとする。  

（当該年度の前年l  

度において返還された修学資金の額に相当する金額を除くJ の2分（乃1  
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以内の額を都道府県に補助するものとする。  （1）箭2J）（1）が′昇施主体である場合  

し当該年度の前年  毎年度都道府県が修学資金とLて支出十る金額   

度において返還された修学資金の額に相当する金額を除く）の2  

分の1以内の穎  

（、2）第2（ハ し2）が実施主体である場含  

榊削二対   

Lて、「F成20年度において都道府県が補的する金額の全額  

第14 会計経理  

1 都道府県又は都道府県から委託を受けた都道府県社会福祉協議会  

は、この制度の会計経理を明確にしなければならないものとする。  

第14 会計経理  

1 都道府県又は都道府県が適当しと認めノ引卦体は、この制度の会計経理  

を明確にしなければならないものとする。  

な踊汁二あって  

はこの事業に関寸る特別会計を設けること  
Ⅰ
一
一
】
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2 二〝）事業を実施している間の返還金の取披いは、第2に規定する実   

施上体ごとに、次の（、1）又は（2）のいずれかに掲げるとおりとす  

る  

＝＝ 第2の ＝＝ が実施主体である場合  

各年度において貸し付ける修学資金の額が、当該年度の前年度に   

おいて返還された修学資金の額に滴たない場合、都道府県にあって   

はその満たない額の2分の1に相当する金額を国庫に返還するもの   

とし、都道府県から委託を受けた都道府県社会福祉協議会にあって   

はその満たない額に相当する金額を都道府県に返還し、返還を受け   

た都道府県はその返還金の2分の1に相当する金額を国庫に返還す   

るものとする。  

（2）第2（／）し2）が実施主体である場合  

2 各年度において貸し付ける修学資金の額が、当該年度の前年度にお   

いて返還された修学資金の額に満たない場合、都道府県にあってはそ   

の満たない額の2分の1に相当する金額を国庫に返還するものとし、  

都道府県から委託を受けた都道府県社会福祉協議会にあってはその満   

たない額に相当する金額を都道府県に返還し、返還を受けた都道府県   

はその返還金の2分の1に相当する金額を国庫に返還するものとす   

る。  

貸付金の運用によって生じた運用益及び当該年度の前年度におい  
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て発生した返還金は、貸付金を管理する特別会計に繰り入れるもの  

とする。  

3 この事業を廃止した場合、召櫛引割こあっては、その年度以降毎年   

度その年度において返還された修学資金の2分の1に相当する金額を   

国庫に返還するものとし、緋県から委託を受けた都道府県社会福  

祉協議会にあっては、瑚勘割こおいて返還され   

た修学資金に相当する金額を都道府県に返還し、返還を受けた都道府   

県は毎年度その返還金の2分の1に相当する金額を国庫に返還するも   

のとする。  

3 この事業を廃止した場合の返還金の取披いは、第2に規定する実施   

主体ごとに、次の（1）又は（2）のいずれかに掲げるとおりとする。  ＝）糾合  
都道府県にあっては、その年度以降毎年度その年度において返還   

された修学資金の2分の1に相当する金額を国庫に返還するものと   

し、都道府県から委託を受けた都道府県社会福祉協議会にあっては、   

その年度以降毎年度その年度において返還された修学資金に相当す  

る金額を都道府県に返還し、返還を受けた都道府県は毎年度その返  

還金の2分の1に相当する金額を国庫に返還するものとする。  

（2）第2の（2）が実施主体である場合  

その時点で保有する貸付原資及びその年度以降毎年度その年度に   

おいて返還された修学資金に相当する金額を都道府県に返還し、返  
－
一
一
0
0
－
 
 

還を受けた都道府県は毎年度その返還金の全額を国庫に返還するも  

のとする 
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「介護福祉士等修学資金貸付制度の運営について」（平成5年5月31日付け  

社援施第69号厚生省社会・援護局長通知）改正案 新旧対照表  

※ 本改正は、平成21年4月1日以降に養成施設に入学する者から適用する。ただし、同日において、現に養成施設に在学する看であって、修学   

資金の貸付けを受けているものに対して適用することも差し支えないものとする。  

現 行   改 正 案  

標記については、「介護福祉士等修学資金の貸付けについて」平成5年  

5月31日厚生省発社援第164号をもって厚生事務次官から通知されたとこ  

ろであるが、これが運営にあたっては、次の事項に留意のうえ、所期の目  

的達成のため遺憾のないよう配慮されたい。  

標記については、「介護福祉士等修学資金の貸付けについて」平成5年  

5月31日厚生省発社援第164号をもって厚生事務次官から通知されたとこ  

ろであるが、これが運営にあたっては、次の事項に留意のうえ、所期の目  

的達成のため遺憾のないよう配慮されたい。  －
一
一
∽
－
 
 

1 貸付事業の実施主体について   

介護福祉士等修学資金の貸付事業（以下「貸付事業」という。）の実  

施主体は、原則とし僻人材酪保革業と併せて貸  

僻も∴考えられるので、都道紆県   

社会福祉協議会に対してこれを委託して実施してもさしつかえないもの   

であること   

1 貸付事業の実施主体について   

介護福祉士等修学資金の貸付事業（以下「貸付事業」という。）の実  

（平成5年5月  「介護福祉上等修学資金〝）貸付けについて」   施主体は、  

31冊」紙「介護福祉士等修学資金貸イ寸制度案  

）第2に規定されているところである 施要対岬ころである  

か、帖と〕 

（1）都ぷ挿」二県が′え施主体である場合  穿お、二（／〕場合、僻／タ  

一所管部局において併せて実施することが望ましいこL  他の人僻二とが効果的であ  

る場合も考えられるので、右脚二れを  

委託して′実施Lても差L支えないこと。   

なお、ンノ）場合、 都道府県社会福祉協議会の都息府県福祉人材セ  

ンタ｝において実施することが望まLいこと 

と認める団体が実施主体である場合  （2）都道府県が適当  

・1－   



①御者点   

蜘ま、要綱第   2の（2）（輝こ   
当たって必要な指導・助言を行う場合に限られるものであること。   

旦た、碑  

△財確保事業と併せて貸イ寸事業を実施することが効果的である場  

合も考えられるので、僻又は都道府県社会  

抑て実施することが  

望ましいこと。  

礪こ規定する年祁唯ヒ野隠人文は特例財団   

法人が実施主体の場合であって、牒法人   

に関する法律（平成18年卿人   
が同法第郎人へ   

移行し輝こ規定   

すろ登録を受けなけれ畔で留意されたいこ   

上皇＿  

② 都道府県の役割   

墓跡）「都道肝県東U事が修学資金の貸付   

けに当たって必要な指導・助言を行う場合」とは、次のアからウ  

－
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までに掲げる内容をいう聯  

ア朋当たって、都道府県が適当と絡める［別科こ、   

毎年度潮見   

込額等を㈱十画   

脚こと  

イ個体が墳権管理を適切に行うことが   

できるものとして定めた要綱第9に規定する修学資金の返還期  

・2－   



問、返還穎又は返還万法（当該返還期問等を変更する場合を含  

むし）について承認すること  

ウ そ〝）他貸付額業の実施に当たって都道府県が適当と認める回  

休に対十る必要な指導・肋言を行うこと  

2 貸付対象者について  

（1）貸付対象者は、原則として当該都道府県に住民登録をしている者で   

あって、卒業後当該都道府県の区域（国立身体障害者リハビリテーシ  

ョンセンター、国立光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国   

立知的障害児施設等において業務に従事する場合は全国の区域とす   

る。以下同じ。）において上記事務次官抑祉土等修   

学資金貸イ脚）」第8の1に規定   
する業務に従事しようとする者とすること。  

ただし、当該都道府県に住民登録はしていないが当該都道府県の養   

成施設等（要綱色第3聖規定する養成施設等をいう。以下同じ。）に   

修学する場合等であって、卒業後当該都道府県において要綱の第8の   

1に規定する業務に従事しようとする者に限り貸付対象者としてもさ  

しつかえないこと。  

なお、この取り扱いによって、2以上の都道府県から重複して貸し   

付けることはできないものであるので、申し添える。  

（2）貸付対象者は、優秀な学生であって、かつ、家庭の経済状況等から   

真に本修学資金の貸付が必要と認められる者について行うものであ  

り、選定にあたっては当該養成施設等から推薦を求めること等により   

公正に、かつ、適切に行うこと。  

2 貸付対象者について  

（1）貸付対象者は、原則として当該都道府県に住民登録をしている看で   

あって、卒業後当該都道府県の区域（国立身体障害者リハビリテーシ  

ョンセンター、国立光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国   

立知的障害児施設等において業務に従事する場合は全国の区域とす   

る。以下同じ。）において旦幽第8の1に規定する業務に従事しよう  

とする者とすること。  
－
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ただし、当該都道府県に住民登録はしていないが当該都道府県旦匡  

塩生養成施設等（要綱第31三規定する養成施設等をいう。以下同じ。）  

に修学する場合等であって、卒業後当該都道府県史墜塵において要綱  

の第8の1に規定する業務に従事しようとする者に限り貸付対象者と  

してもさしつかえないこと。   

なお、この取り扱いによって、  2以上の都道府県又は都道府県が適  

、当と認める川休（以卜‾「都道府県等」という。）から重複して貸し付   

けることはできないものであるので、申し添える。  

（2）貸付対象者は、優秀な学生であって、かつ、家庭の経済状況等から   

真に本修学資金の貸付が必要と認められる者について行うものであ   

り、選定にあたっては当該養成施設等から推薦を求めること等により   

公正かつ適切に行うこと。   

吏た、貸イ、J‾対象者の推薦を養成施設等へ求める場合にあっては、不  

－3－   



当に特定の養成施設等に貸付対象者が偏ることのないよう留意すると   

なお、養成施設等から適正な推薦を受ける必要があるので、常日頃   ともに 、養成施設等から適正な推薦を受ける観点から、常日頃より養   

成施設等との密接な連携を図られたい。  

（3）要綱等8の1に規定する中高年離職者については、離職証明等の客   

観的判断の可能な書類で離職状況を確認すること。  

から養成施設等との密接な連携を図られたい。  

（3）要綱等8の1に規定する中高年離職者については、離職証明等の客   

観的判断の可能な書類で離職状況を確認すること。  

3 貸付期間について   

要綱第4の1に規定する「養成施設等に在学する期間」は、原則とし   

て正規の修学期間であるが、病気等真にやむを得ない事情によって留年   

した期間中もこれに含めてさしつかえないこと。  

3 貸付期間について   

要綱第4の1に規定する「養成施設等に在学する期間」は、原則とし   

て正規の修学期間であるが、病気等真にやむを得ない事情によって留年   

した期間中もこれに含めてさしつかえないこと。  

4 貸付金の限度について   

修学資金は、養成施設等に支払う授業料、実習費、教材費等の納付金   

の他参考図書、学用品、交通費等に充当するものであるので、貸付金に   

ついては、月額36，000円の範囲内であれば授業料等養成施設等に対する  

4 貸付金の限度について   

修学資金は、養成施設等に支払う授業料、実習費、教材費等の納付金   

の他参考図書、学用品、交通費等に充当するものであるので、貸付金に   

ついては、要綱第ヰの2に定める金塵の範囲内であれば授業料等養成施   

設等に対する納付金の額の如何を問わず、本人の希望する額を貸し付け   

てさしつかえないものであること。  
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納付金の額の如何を問わず、本人の希望する額を貸し付けてさしつかえ  

ないものであること。  

5 貸付金の交付方法について   

貸付金の交付は、分割又は月決めの方法によるものとする。  

5 貸付金の交付方法について   

貸付金の交付は、分割又は月決めの方法によるものとする。  

6 貸付契約の解除について   

要綱第7の1に規定する「資金貸付けの目的を達成する見込みがなく   

なったと認められるに至ったとき」は、次の各号の1に該当する場合を   

いう。   

（1）退学したとき。   

6 貸付契約の解除について   

要綱第7の1に規定する「資金貸付けの目的を達成する見込みがなく   

なったと認められるに至ったとき」は、次の各号の1に該当する場合を   

いフ。   

（1）退学したとき。  

■」  
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（2）心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認めら   

れるとき。  

（3）学業成績が著しく不良になったと認められるとき。  

（4）死亡したとき。  

（5）その他修学資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと   

認められるとき。   

（2）心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認めら   

れるとき。  

（3）学業成績が著しく不良になったと認められるとき。  

（4）死亡したとき。  

（5）その他修学資金貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと   

認められるとき。  

7 返還の債務の当然免除について  

（1）要綱第8の1に規定する「国立身体障害者リハビリテーションセン   

ター、国立光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国立知的障   

害児施設等」には、国立高度専門医療センター又は独立行政法人国立   

病院機構の設置する医療機関であって児童福祉法（昭和22年法律第164   

号）第27条第2項の委託を受けた施設、肢体不自由児施設「整版療護   

園」、重症心身障害児施設「むらさき愛育囲」及び独立行政法人国立   

重度障害者総合施設のぞみの園が設置する施設を含むものとする。  

（2）災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により社会福祉±国家   

試験を受験できなかった場合又は旦室試験に合格できなかった場合で   

あって、都道府県知事が本人の申請に基づき次年度の呈誼試験を受験   

する意思があると認めた場合、要綱第8の1及び第9の2に規定する   

「養成施設等を卒業した日」を、「社会福祉士鞄宣養成施設等の卒業   

年次の翌皇の社会福祉士国家試験に合格した日」と読み替えてさしつ   

かえないこと。  

（3）社会福祉士資格取得者が要綱第8の1に規定する別添1の職種と  

7 返還の債務の当然免除について  

（1）要綱第8の1に規定する「国立身体障害者リハビリテーションセン   

ター、国立光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国立知的障   

害児施設等」には、国立高度専門医療センター又は独立行政法人国立   

病院機構の設置する医療機関であって児童福祉法（昭和22年法律第164   

号）第27条第2項の委託を受けた施設、肢体不自由児施設「整版療護   

国」、重症心身障害児施設「むらさき愛育園」及び独立行改法人国立   

重度障害者総合施設のぞみの園が設置する施設を含むものとする。  

（2）災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により国家試験を受験   

できなかった場合又は旦室試験に合格できなかった場合であって、都   

道府県知事／岬恥卦打県知事等」  
しいう〕が本人の申請に基づき次年度の国家試験を受験する意思が   

－
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あると認めた場合、要綱第8の1及び第9の2に規定する「養成施設   

等を卒業した日」を、「養成施設等の卒業年次の豊三重の国家試験に   

合格した日」と読み替えてさしつかえないこと。  

（3）社会福祉士又は介護福祉士資格取得者が要綱第8の1に規定する  

して従事することができなかった場合であって、社会福祉士指宣養成  

施設等卒業後1年以内に別添1の職種以外の立会福祉事業の職種に採  

用された者については、都道府県知事が本人の申請に基づき別添1の  

「別添1（／）職椎若Lくは別添2の職種又は当該施設の長」（以下「別  

添1の職種等」という．＝）として従事することができなかった場合で  ト
【
■
～
 」

 
 
 

あって、養成施設等卒業後1年以内に別添1の職種笠以外の職種に採  

一5・  



用された者については、都道府県知事笠が本人の申請に基づき別添1   

の職種笠に従事する意思があると認めた場合、要綱第8の1及び第9   

の2に規定する「養成施設等を卒業した日から1年以内」を、「養成   

施設等を卒業した日から2年以内」と読み替えてさしつかえないこと。  

（4）要綱第8の1、第9及び第10の1の（2）に規定する「他種の養成施   

設等」は、介護福祉士指定養成施設等卒業者の場合は社会福祉士指定   

養成施設等、社会福祉士指定養成施設等卒業者の場合は介護福祉士指   

定養成施設等であること。  

（5）要綱第8の1、第9及び第10の2の（2）に規定する「その他やむを   

得ない事由」は、例えば育児休業等要綱第8の1に規定する業務に従   

事することが困難であると客観的に判断できる場合であること。  

（6）ホームヘルパー・家政婦等の業務に従事した者について、要綱第8   

の1に基づいて返還免除を行う場合においては、要綱第8の1の規定   

にかかわらず、市町村及び有料職業紹介所等へ登録した期間が通算  

1，825日以上であり、かつ、介護等の業務に従事した期間が900日以上  

職種に従事する意思があると認めた場合、要綱第8の1及び第9の2  

に規定する「養成施設等を卒業した日から1年以内」を、「養成施設  

等を卒業した日から2年以内」と読み替えてさしつかえないこと。  

（4）要綱第8の1、第9及び第10の1の（2）に規定する「他種の養成施   

設等」は、介護福祉士指定養成施設等卒業者の場合は社会福祉士指定   

養成施設等、社会福祉士指定養成施設等卒業者の場合は介護福祉士指   

定養成施設等であること。  

（5）要綱第8の1、第9及び第10の2の（2）に規定する「その他やむを   

得ない事由」は、例えば育児休業等要綱第8の1に規定する業務に従   

事することが困難であると客観的に判断できる場合であること。  

（6）ホームヘルパー・家政婦等の業務に従事した者について、 要綱第8   

の1に基づいて返還免除を行う場合においては、要綱第8の1の規定   

にかかわらず、市町村及び有料職業紹介所等へ登録した期間が通算  
ー
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2，555日以上であり、かつ、介護等の業務に従事した期間が1  260日以  

であることを要すること。   

ただし、当然免除を受けるために必要な要綱第8の1に規定する業  

務に従事した期間が3年間である者（以下「中高年離職者等」という。）  

については、市町村及び有料職業紹介所等へ登録した期間が通算1，095  

日以上であり、かつ、介護等の業務に従事した期間が540日以上である  

こと。   

なお、同時に2以上の市町村等において業務に従事した期間は1の  

期間として計算し、通算しないものとすること。  

上であることを要すること。   

ただし、当然免除を受けるために必要な要綱第8の1に規定する業  

務に従事した期間が3年間である者（以下「中高年離職者等」という。）  

については、市町村及び有料職業紹介所等へ登録した期間が通算1，095  

日以上であり、かつ、介護等の業務に従事した期間が540日以上である  

こと。   

なお、同時に2以上の市町村等において業務に従事した期間は1の  

期間として計算し、通算しないものとすること。  

8 返還の債務の裁量免除について  

（1）要綱第11の2に規定する返還の債務の裁量免除は、本貸付事業が要  

8 返還の債務の裁量免除について  

（1）要綱第11の2に規定する返還の債務の裁量免除は、本貸付事業が要  

・6・   



綱第8の1に規定する業務に従事した者の定着促進を図るものである  

ことから、その適用は機械的に行うことなく貸付けを受けた者の状況  

を十分把握のうえ、個別に適用すべきものであること。   

綱第8の1に規定する業務に従事した者の定着促進を図るものである  

ことから、その適用は機械的に行うことなく貸付けを受けた者の状況  

相続人又は連帯保証人へ請求を行ってもなお、返  を十分把握のうえ、   

還が困難であるなど、貞にやむを得ない場合に限り、個別に適用すべ   

きものであること。   

また、貸付けを受けた期間以上所定の業務に従事した者であっても、   

本人の責による事由により免職された者、特別な事情がなく悉意的に   

退職した者等については、適用すべきではないこと。  

（2）裁量免除の額は、当該都道府県の区域内において、要綱第8の1に   

規定する業務に従事した期間を、修学資金の貸付けを受けた期間（こ  

また、貸付けを受けた期間以上所定の業務に従事した者であっても、   

本人の責による事由により免職された者、特別な事情がなく悪意的に   

退職した者等については、適用すべきではないこと。  

（2）裁量免除の額は、当該都道府県の区域内において、要綱第8の1に   

規定する業務に従事した期間を、修学資金の貸付けを受けた期間（こ  

）の2分の7（中高年離  の期間が2年に満たないときは2年とする。   の2分の5（中高年離  の期間が2年に満たないときは2年とする。）  

職者等については2分の3）に相当する期間で除して得た数値（この  

数値が1を超えるときは、1とする）を返還の債務の額に乗じて得た  

額とすること。  

職者等については2分の3）に相当する期間で除して得た数値（この  

数値が1を超えるときは、1とする）を返還の債務の額に乗じて得た  

額とすること。  
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9 国庫補助対象事業について   9 国庫補助対象事業について  

（1）都道府県が実施主体である場合   

毎会計年度におけるこの貸付事業のための国庫補助は、当該年度の  

貸付金総額から当該年度の前年度の修学資金の返還金の総額に相当す  

る金額を控除した金額を対象として行うものであること。  

毎会計年度におけるこの貸付事業のための国庫補助は、当該年度の   

貸付金総額から当該年度の前年度の修学資金の返還金の総額に相当す   

る金額を控除した金額を対象として行うものであること。  

山道府県が適当と認め引卦体が実施主体である場金   

主の貸付卿  

この貸付事業の東方鉦二必要な貸付金及び貸付事務費を対象として平成   

20年度において措置するものであること、ノ  

10 会計経理について  10 会計経理について  

－7－   



（1） 都道府県が実施主体である場合  

この貸付事業のために、特別会計を設定することは義務づけられ   

ていないが、事業の性格に鑑み、当該国庫補助対象事業の会計経理   

を明確にすること。特に、国庫補助を受けない都道府県負担の事業   

を併せ実施する場合は、明瞭に区分しておくこと。  （2）側合  
都道府県が適当と御宝してニ   

㈱。  

また、㈱∴当該軒割こおける貸イ寸   

件数、㈱策定し、都道肝県知事  

に報告しなければならないものであること。  

この貸付事業のために、特別会計を設定することは義務づけられてい  

ないが、事業の性格に鑑み、当該国庫補助対象事業の会計経理を明確に  

すること。特に、国庫補助を受けない都道府県負担の事業を併せ実施す  

る場合は、明瞭に区分しておくこと。  
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